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平成27年度一関市一般会計補正予算（第７号） 





議案第118号 

平成27年度一関市一般会計補正予算（第７号）

 平成27年度一関市の一般会計補正予算（第７号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 140,689千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 70,432,620千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表  歳入歳出予算補正」に 

よる。 

 （繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加は、「第２表 繰越明許費補正」による。 

（債務負担行為の補正）

第３条 債務負担行為の変更は、「第３表 債務負担行為補正」による。

（地方債の補正）

第４条 地方債の変更は、「第４表 地方債補正」による。

  平成27年12月８日提出 

                                            一関市長 勝 部   修 

- 1 - 







-   4   -

 １　追　加 （単位:千円）

款 項

 2 総務費  1 総務管理費

 9 消防費  1 消防費

10 教育費  3 中学校費 磐井中学校整備事業 31,670

第 ２ 表 　繰 越 明 許 費 補 正

事　　業　　名 金　　額

花泉体育館屋根改修事業 19,440

消防屯所建設事業 30,332



第 ３ 表 　債 務 負 担 行 為 補 正

　１　変　更

岩手県中小企業東日本大震災復興
資金の融資に伴う利子補給

東日本大震災により罹災した中小
企業者が借り入れする岩手県中小
企 業 東 日 本 大 震 災 復 興 資 金
1,600,000 千円に対する利子年
0.9％以内

東日本大震災により罹災した中小
企業者が借り入れする岩手県中小
企 業 東 日 本 大 震 災 復 興 資 金
3,200,000 千円に対する利子年
0.9％以内

自 平成28年度
至 平成37年度

期　　間 限　　度　　額 期　　間 限　　度　　額
事　　　　項

変　　更　　前 変　　更　　後

自 平成28年度
至 平成37年度
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第 ４ 表   地 方 債 補 正

１　変　更

限 度 額 起債の方法 利　　　　　率 償 還 の 方 法 限 度 額 利　　　　　率 償 還 の 方 法

生涯学習・文化施設整備
事業

321,700 341,100

義務教育施設整備事業 1,812,400 同　上 同　　上 同　　上 1,843,900 同　　上 同　　上

災害復旧事業 351,800 同　上 同　　上 同　　上 366,400 同　　上 同　　上

（単位：千円）

起 債 の 目的
補　　　　　正　　　　　前 補　　　　　正　　　　　後

起債の方法

普通貸借又
は証券発行

年3.50％以内
（ただし、利率
見直し方式で
借り入れる資
金について、
利率の見直し
を行った後に
おいては、当
該見直し後の
利率）

借入先の融資
条件による。
ただし、市財
政又は借入先
の都合により
据置期間若し
くは償還期限
を短縮し、又
は繰上償還若
しくは低利に
借換えするこ
とができる。

補正前に同じ 補正前に同じ 補正前に同じ

同　上

同　上



平成27年度一関市簡易水道事業特別会計補正予算（第２号） 





議案第119号 

平成27年度一関市簡易水道事業特別会計補正予算（第２号）

 平成27年度一関市の簡易水道事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 1,600千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 2,431,274千円とする。

２ 歳入歳出予算の歳出の款の欄中「２ 公債費」の次に「３ 災害復旧費」を設ける。 

３ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表  歳入歳出予算補正」に 

よる。 

（地方債の補正）

第２条 地方債の追加は、「第２表 地方債補正」による。

  平成27年12月８日提出 

                                            一関市長 勝 部   修 
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第 ２ 表   地 方 債 補 正

１　追　加

災害復旧事業

借入先の融資条件による。ただ
し、市財政又は借入先の都合に
より据置期間若しくは償還期限を
短縮し、又は繰上償還若しくは
低利に借換えすることができる。

1,600

起債の目的 限 度 額 起 債 の 方 法 利 率 償 還 の 方 法

（単位：千円）

普通貸借又は証券発行

年3.50％以内 （ただし、利率
見直し方式で借り入れる資金
について、利率の見直しを
行った後においては、当該見
直し後の利率）
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平成27年度一関市一般会計補正予算に関する説明書（第７号）





















　１　変　更 （単位：千円）

金　額 金　額 国県支出金 地方債 その他

補正前

東日本大震災により罹災
した中小企業者が借り入
れする岩手県中小企業東
日 本大 震災 復 興 資 金
1,600,000千円に対する
利子年0.9％以内

平成28年度
～平成37年度

76,852 76,852

補正後

東日本大震災により罹災
した中小企業者が借り入
れする岩手県中小企業東
日 本大 震災 復 興 資 金
3,200,000千円に対する
利子年0.9％以内

平成28年度
～平成37年度

154,541 154,541

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

（補正部分抜すい）

限　　度　　額

前年度末までの 当該年度以降の 左　の　財　源　内　訳

支    出    額

岩手県中小企業東日本
大震災復興資金の融資
に伴う利子補給

事　　　　項 支 出 予 定 額 特　　定　　財　　源
一般財源

期　　間 期　　間

区分
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     　  （補正部分抜すい）

（単位：千円）

補正前 補正後 補正前 補正後

１.普通債 80,547,194 83,104,059 11,827,297 11,878,197 7,832,889 7,832,889 87,149,367

(１) 総務債 31,833,136 33,160,871 3,799,497 3,818,897 2,275,440 2,275,440 34,704,328

(９) 教育債 16,752,128 17,937,722 2,225,900 2,257,400 1,509,069 1,509,069 18,686,053

２.災害復旧債 1,263,155 1,684,517 577,500 592,100 141,628 141,628 2,134,989

(１) 補助 567,185 740,073 164,300 178,900 94,536 94,536 824,437

合　　計 83,438,016 85,807,766 12,424,797 12,490,297 8,066,825 8,066,825 90,231,238

当該年度中起債見込額 当該年度中元金償還見込額

地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書　

区　　　分 前前年度末現在高 前年度末現在高

当該年度中増減見込み

当該年度末現在高見込額



平成27年度一関市簡易水道事業特別会計補正予算に関する説明書（第２号） 









     　  （補正部分抜すい）

（単位：千円）

補正前 補正後 補正前 補正後

２.災害復旧債 43,634 40,414 1,600 3,770 3,770 38,244

(２) 単独 18,107 15,837 1,600 2,812 2,812 14,625

合　　計 14,383,379 14,605,235 1,016,400 1,018,000 645,441 645,441 14,977,794

当該年度中起債見込額 当該年度中元金償還見込額

地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書　

区　　　分 前前年度末現在高 前年度末現在高

当該年度中増減見込み

当該年度末現在高見込額
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